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［総合評価］※上記４つの視点を踏まえ、事業全体を評価。区民生活への影響を十分考慮すること。 今後の方向性

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

近年、無電柱化の推進に関する法律が制定され、都においても条例が施行されるなど、無電柱化
を推進する環境が整備されつつある。このような国や都の動向を注視し、コスト縮減や工期短縮に
向けた新たな手法による技術検討を行っていく。無電柱化は、都市防災機能の強化、安全で快適
な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出といった効果があるため、今後も事業を維持していく
必要がある。

維持

手段の適切性 3 電線管理者の既存占用物件を活用するなど、現場条件にあわせて事業手法を検討しており、概ね適切であ
る。

目的達成度 3
無電柱化には、調査・設計から電線共同溝の整備、電柱の撤去まで、多岐にわたるため、事業効果の発現に
は多くの時間を要する。30年度は、引込管・連系管工事や無電柱化推進検討調査を実施しており、目的はお
おむね達成された。
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評価 評価の理由

必要性 4
無電柱化は、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保、良好な都市景観の創出など様々な効果
がある。また、平成28年度に「無電柱化の推進に関する法律」が制定され、東京都も平成29年度に「東京都無
電柱化推進条例」を施行するなど、無電柱化の推進に向けた環境が整備されつつある。

効率性 3 電線を収容する管路を浅く埋設する手法や新材料の適用など、コスト縮減や工期短縮に向けた新たな手法に
よる技術検討を実施している。

　一般財源（区負担額） (134,518) (101,977) (60,327)

課題及び
今後の進め方

無電柱化事業における課題は、無電柱化を進めるのに時間がかかること、コストが高いこと、地元の合意形成に時間を要す
ることである。コスト縮減や工期短縮に向けた新たな手法による技術検討を行うとともに、地元に対して無電柱化の事業効果
や事業期間、工事による生活への影響等について説明し、事業に対する理解や協力を得られるように努めていく。

財源項目

(単位：千円)

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など） (0) (0) (0)

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など） (80,277) (45,269) (37,294)

(0) (0) (3)

　総経費 (214,795) (147,246) (97,621)

事務事業コスト

(単位：千円)

　人にかかるコスト（人件費など） (16,496) (19,273) (20,278)

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費） (198,299) (127,973) (77,340)

　その他のコスト（扶助費・補助費など）

成果指標

活動指標

H30年度

(198,299) (127,973)

目標値 実績 実績 実績 目標値 達成率

実施 － －－ － 実施

(77,343)

無電柱化の推進
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種　別 指標の名称 単位
R２年度 H28年度 H29年度 H30年度

無電柱化推進検討調査 －

　
　　決算額　(単位：千円)

H28年度 H29年度

事
務
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行政計画 事業NO. 216 計画事業名

[事業開始] 平成 年度

事業内容
[H30年度]

電線類地中化モデル事業として、かっぱ橋本通りにおいて電線共同溝の整備を行った。
また、浅草一、二丁目及び谷中三丁目において、区道の無電柱化を推進するための調査を実施した。
〔平成30年度〕引込管・連系管工事（かっぱ橋本通り）
　　　　　　　　 無電柱化推進検討調査（浅草一、二丁目／谷中三丁目）

委託の有無 一部委託
委託内容 　 電線共同溝引込・連系管工事、無電柱化推進検討調査

補助金の有無 国・都

 [基本目標]

令和元年度　事務事業評価シート

事務事業名 無電柱化の推進
所
管

都市づくり部

土木課

事業対象

事業目的 区道の無電柱化を推進し、良好な都市景観の創出、安全で快適な歩行空間の確保、都市防災機能の強化を図る。

 [施　　策] 46　防災まちづくりの推進 [終了予定] 年度

根拠法令等 その他 〔法令等名〕 道路法、電線共同溝の整備等に関する特別措置法、無電柱化の推進に関する法律

長期総合
計画体系

誰もが誇りや憧れを抱く安全安心で快適なまちの実現

事業の開始・終了年度

最終的な対象

直接の対象 一般区民、道路利用者

同上


